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海海外外学学習習体体験験のの質質的的評評価価のの将将来来像像  
 

明治大学国際連携機構特任教授／国際教育研究所副所長 芦沢 真五 

ASHIZAWA Shingo 

 

１．はじめに 

今年度から文部科学省による新たな国際化推進事業として、「グローバル人材育成推進事

業」（以下、「Ｇ30 プラス」という）がスタートし、９月には 42 校が採択校として正式に選

抜された。今後、５年間にわたり、学生の海外学習や語学力を強化する事業が集中的に実施

されることになる。各大学で従来から実施されている協定留学などに加え、各種の短期派遣

プログラム（海外インターン、国際ボランティア、フィールド・ワークなど）も実施され、

海外学習体験は今後さらに多様化していくと思われる。これらの学習にかかわるデータを質

的にも量的にも把握し評価するツールの開発が急がれる。欧州や北米においては、学生の「学

び」をどう可視化し、学習成果をどう評価するか、という視点から、Ｅポートフォリオが注

目され、すでに相当数の大学で運用が開始されている。日本においても、理工系の教育課程、

教職課程、キャリア支援の分野における実践例がみられる 1。 

筆者は、2011 年度から科研費による研究「国際教育プログラムの質保証と学習成果分析」

（基盤Ｂ）の代表者として、北米や豪州でのＥポートフォリオなどの調査を推進してきた。

このたび、「留学交流」において、こうした海外事例を報告する機会を与えていただいたので、

私たちの科研チームが共同で４回にわたって連載をおこなう。第１回にあたる本稿では、「グ

ローバル人材育成」が産官学に共通した取組み課題になっている今日の状況下で、高等教育

機関における学生の海外学習体験を可視化するツールとして、Ｅポートフォリオがどのよう

な可能性をもつかを考える。また、Ｅポートフォリオを有効なツールとして活用するうえで

鍵となる課題について論じてみたい。今後の連載予定として、北米事例報告（12 月、１月の

２回）、豪州事例報告（来年２月）を準備している。 

 

２．国際教育を取り巻く環境変化と成果分析の必要性 

 地球規模でみると、留学生は 2009 年の時点で 370 万人に達しており、2000 年からの９年

間で 77％も増大している 2。この統計上に現れる留学生数以外にも、海外インターンシップ、

国際ボランティアなどに参加する学生も含めると、海外学習体験を持つ学生の増加は目を見

張るものがある。 

 その一方、日本では海外へ留学する若者が減少していることが社会問題化しており、グロ

ーバル人材の育成が急務となっている。政府および産業界からは、次々と声明が発せられて

                                                  
1 小川賀代・小村道昭 編著「大学力を高める e ポートフォリオ」参照。 
2 最新の OECD のデータによる。 Box C3.1.“Long-term growth in the number of students enrolled outside 

their country of citizenship - Growth in internationalisation of tertiary education –（1975-2009）”, 

Education at a Glance 2011, p. 320. 
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きた 3。経済産業省が分析・公表している「国際化評価指標」 4の中でも、主要企業は人事上

の重要課題として、「グローバルに活躍できる幹部人材の育成」（74.4％）「日本国内で採用し

た人材（日本人・外国人）の国際化」（65.2％）などを挙げている。グローバルに活躍しうる

人材となるために、大学生は語学力を高め、豊富な海外学習体験を持つことを期待されてい

る。「Ｇ30 プラス」事業の背景には、より多くの学生を海外に送り出し、語学力強化をカリ

キュラムの中心に据えるように、という社会的な要請が高等教育機関に向けられてきたこと

があげられる。 

 このような環境変化の中で、海外学習体験の成果を質的にも量的にも分析するツールが必

要となっている。今回、採択された「Ｇ30 プラス」においては、採択校は今後５年間にわた

って実施する事業を通じて、①単位を伴う学生の海外学習、②語学力強化の数値目標（英語

の標準テストなど）、③大学独自に設定した目標、の３分野で質的・量的な成果を上げること

を期待されている。 

 

３．学習成果分析とアウトカム重視のパラダイム・シフト 

 海外学習機会が内容・期間の両面で多様化しつつある今日では、短期の語学研修から、ブ

リッジ型と言われる語学研修と正規課程の科目履修を組み合わせたプログラム、インターン

シップ、ボランティアなど様々な国際プログラムが展開されるようになっている。また、少

数の選抜された学生が留学していた時代から、広範な学生層に多様な機会が提供されるよう

になったことも大きな変化である。このように、いわば留学の「多様化」と「大衆化」が進

むと、質保証の観点から海外学習体験をどうやって評価すべきか、という課題が浮かび上が

ってくる。選ばれたエリートのみが留学していた時代には、留学先で履修した授業科目数や

成績に基づいて、単位の認定と成績判定が行われてきた。しかし、今日の大衆化モデルでは、

履修した科目数、学習時間数、自習時間数などを基準とする、アウトプット型評価だけに依

存するのではなく、実際に学生が「学習体験を通じて何ができるようになったか」、という

アウトカム重視の評価軸が注目を集めている。 

 この転換は、国際教育の分野というよりも、全世界の高等教育機関で質保証の視点からす

すめられている。OECDが実施しているAHELO（Assessment of Higher Education Learning 

Outcomes）は、学士レベルの修了者が、どのような知識と技能を身につけているかをアウト

カムの視点から明らかにしようとする試みである。欧州では、チューニング・プロジェクト

などによって、学習成果を定義化しようとする動きにも進展している。学位の内容を補足説

明するためのディプロマ・サプルメントに加えて、学位によって得られる学習成果（Learning 

Outcome）を定義化した、ディグリー・プロファイル 5もチューニング・プロジェクトにより

提案されたシステムである。また、学生時代に海外学習体験を持つ社会人がどのようなキャ

                                                  
3 有志懇談会一同『グローバル人材育成に関する提言－オールジャパンで戦略的に対応せよ－』（2010.12）、

産学連携によるグローバル人材育成推進会議『産学官によるグローバル人材の育成のための戦略』

（2011.4.28）、グローバル人材育成推進会議『グローバル人材育成推進会議 中間まとめ』(2011.6.22)な

ど。 
4 日本企業の人材マネジメントの国際化度合いを測る指標（国際化指標 2010）平成 23 年５月、経済産業

省 
5 Degree Programme Profile とも呼ばれるもので、学位における学習成果を専門分野毎に規定したもの。 

A Tuning Guide to Formulating Degree Programme Profiles (J. Lokhoff, B.Wegewijs, K.Durkin, 

R.Wagenaar, J.González, A.K.Isaacs, Rose and M.Gobbi, 2010)を参照。 
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リア形成をとげているか、を追跡調査した研究も欧米では盛んにおこなわれている。CHEERS

（高等教育後のキャリア研究） 6と称する調査が欧州を中心として実施され、12 か国から各

3,000 人のサンプルを集め（合計約 36,000 人）、「高等教育」と「雇用」についての分析が行

われた。米国では、グローバル・エンゲージメントのための海外留学(SAGE) 7というプロジ

ェクトが 2006 年から国務省などからの支援を得て実施され、6,000 人以上の海外留学経験者

を対象とするオンライン調査を実施し、「海外経験」と「資質開発」の関係性について分析を

おこなった。 

 

４．学習成果分析とＥポートフォリオ 

 学習成果分析の議論が進展する中で、米国や豪州などでアウトカム重視の評価ツールとし

てＥポートフォリオが運用されるようになった。日本でも運用事例が広がっているが、筆者

が代表者をつとめる科研費プロジェクト 8でも、2012 年度から実験的にＥポートフォリオを

運用している。留学を目指す学生を対象に、留学の志望動機、語学力の指標、学習履歴など

をデータ化して、個々の学生と教員、教員同士の情報共有とコミュニケーションを進めるツ

ールとして活用している。 

 ここでは、なぜＥポートフォリオが学習成果分析に有効であるか、あるいはＥポートフォ

リオの運用にどのような視点と目標を設定すべきか、について考えてみたい。国際教育プロ

グラムを推進するうえで、Ｅポートフォリオの果たす役割は、以下のようなものであろう。 

①  一定の学習目標に対して、達成段階を教員、留学アドバイザー、国際教育にかかわる事

務職員が学生個々の情報を共有しながら、組織的な指導と情報把握をする。 

②  英語標準テストなど、海外学習（留学）に必要な語学力を着実に学生が身に着けている

かを把握する。語学力が不足する学生にはデータを基に適切な指導をおこなう。学生自

身も自己の力を把握する。 

③  留学期間中の危機管理のため、緊急連絡先など必要な情報を関係者が共有することを通

じて、迅速な対応をめざす。 

④  学生は、自分の学習目標に対する到達度を確認しながら、留学準備をすすめる。志望理

由など、的確な文書が作成できるようにポートフォリオ作成段階から指導をおこなう。 

⑤  留学中の学習記録やインターン体験などの履歴データとして蓄積し、キャリア形成に役

立てる。同時に先輩のデータを後輩の指導に役立てる。 

 

以下の表１）は、こうしたＥポートフォリオの役割と機能を、高等教育機関、教職員、学

生、と３つのステークホルダーの立場から説明しようとしたものである。たとえば、高等教

育機関の立場で考えると、Ｅポートフォリオから得られるデータは、学生の学びの成果の集

大成で、自己点検・評価などに活用することが可能である。「Ｇ30 プラス」事業において、

                                                  
6 CHEERS とは、Careers after Higher Education: a European Research Study Higher Education and 

Graduate Employment in Europe - European Graduate Survey の略。1998 年から 2000 年まで EU の助成

を受けた国際共同研究プロジェクトで、欧州８カ国と日本が参加した。この後継プロジェクトとして、

REFLEX (Research into Employment and professional FLEXibility)という国際共同プロジェクトがある。 
7 SAGE (Study Abroad for Global Engagement)はミネソタ大学の Michael Paige 教授を中心に実施され、

学生の海外学習体験がキャリアや自己成長に与えたインパクトにつき、長期にわたってその成果分析を試

みた研究である。 
8 科学研究費基盤研究（基盤Ｂ）「国際教育プログラムの質保証と学習成果分析」（研究代表者：芦沢） 
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採択大学は、語学力の目標（標準テストの結果など）をクリアしている学生数、在学中に単

位取得をともなう留学をおこなった学生数、などを的確に把握することが求められている。

このようなデータの把握のために、Ｅポートフォリオは効果を発揮すると考えられる。 

 

表１）Ｅポートフォリオの役割と機能（国際教育における学習成果） 

ステークホルダー・目的 期待される役割 求められる機能 

＜高等教育機関＞自己評価、アカウ

ンタビリティーに基づく情報公開 

情報把握、情報共有、機関としての

評価・情報発信 

機関としての組織評価の基本データ

作成、学生の学習記録管理、統計（大

学ポートレートなど）の集計・公開

＜教職員＞授業など教育活動の一環

としての学習指導、教育プログラム

の評価 

インターラクティブな指導、学生に

対する個別指導、学生から教育プロ

グラムについてのフィードバック 

指導記録の蓄積、他の教職員との情

報共有（LMS と連携）、学生による授

業評価システム 

＜学生＞自身による成果分析 自己の学習記録やデータの蓄積、自

己評価、将来の学習計画作成、キャ

リア形成 

学生自身によるデータ入力・管理・

公開 

 

５．長期にわたる成果分析：ルーブリックや異文化協働テストの活用 

 我々の共同研究（前述の科研）プロジェクトにおいては、2011 年度に北米調査、豪州調査

を実施し、ジョージタウン大学、バージニア工科大学、インディアナ・パデュー大学インデ

ィアナポリス（IUPUI）、ディーキン大学などでのＥポートフォリオの運用事例を学んだ。調

査内容の詳細は連載２回目以降で紹介するが、我々調査チームは、Ｅポートフォリオの運用

にあたって利用者が目的を明確にし、長期にわたって計画的に運用していく必要があること

を痛感した。また、学生自身がデータをアップデートするうえで、何らかのインセンティブ

が必要である。さらに、学生のキャリア形成のために学生自身がＥポートフォリオのデータ

の一部を公開している事例を多く見ることができた。この場合、学生のキャリア形成のため

の情報発信が、データ入力のインセンティブになっている。 

このように、Ｅポートフォリオを使って学習成果を分析しようとする場合、３つのステー

クホルダー（高等教育機関、教職員、学生）にとって、有意義なシステムを維持していくこ

とが重要である。国際教育の分野では、従来から行われてきたアセスメントは、参加学生へ

のアンケートが主たるツールであった。留学に行く学生に事前と事後にアンケートを取り、

当初の期待に応えられる内容であったか、学習計画にそった留学となったか、異文化理解は

促進されたか、などを分析していく。しかし、留学直後だけに実施するアンケートでは、留

学の効果を十分に分析することは困難である。留学経験者は留学後５年から 10 年を経て継続

調査を行うことができれば、留学経験が実社会でどう生きているかを調べることが可能にな

る。もちろん、そのためには、卒業後も継続してオンライン上で調査を行えるようなシステ

ム設計が必要である。長期のフォローアップができると、先輩たちの留学体験データを後輩

たちの留学計画に役立てることもできる。 

また、長期にわたった学生の意識変化、学びのプロセスを把握するうえで、ルーブリック

などを設定して、成果の段階的な分析に役立てることも有効である。別表２）は、AAC&U 

(Association of American Colleges and Universities)が作成した、異文化バリュー・ルー

ブリックを筆者が翻訳したものである。このようなルーブリックをもとに、学生自身が自分
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の異文化理解度を自己分析できるようなチェックリストをＥポートフォリオ上に装備してお

けば、長期にわたって個々の学生（卒業生）の意識把握をすることも可能になる。 

 

表２）異文化理解バリュー・ルーブリック 

 ４．Capstone 

（目標水準） 

３．Milestone 

（発展段階） 

２．Milestone 

（基礎段階） 

１．Benchmark 

（基盤１） 

文化的自己理解 自己の持つ文化的規

範や偏見についても

客観的に分析する能

力があり、周囲の文化

的偏見に対しても自

己規制も含めた対処

をすることができる。 

文化規範や偏見につい

て意識を新たにする段

階：文化的差異に直面

しても差異を尊重する

ことができる。 

自己の文化規範や偏見

について意識できる段

階：他の文化より自己

の文化を尊重する傾向

がある。 

自己の文化規範や偏見

について、限定的な認

識を持つ段階：異なる

文化との差異について

的確な対応ができず、

困惑する状況。 

文化的世界観 異なる文化について、

歴史、価値観、政治、

経済、コミュニケーシ

ョン形態、信条などの

複雑な観点をもとに

深い理解をすること

ができる。 

異なる文化について、

歴史、価値観、政治、

経済、コミュニケーシ

ョン形態、信条などの

観点から適切な理解を

することができる。 

異なる文化について、

歴史、価値観、政治、

経済、コミュニケーシ

ョン形態、信条などの

複雑な観点について限

定的な理解をすること

ができる。 

異なる文化について、

表面的なレベルの理解

があり、歴史、価値観、

政治、経済、コミュニ

ケーション形態、信条

などの限定的な理解を

することができる。 

異文化理解力 複数の世界観を理解

し、別の状況に適合す

る能力を発揮するこ

とを通じて、異なる文

化集団の人々に対し

て、現実的な問題設定

の中でも理解のある

行動様式をもつこと

ができる。 

異なる世界観の存在を

知的かつ感情的な側面

で理解をすることがで

き、他者との交流・折

衝において異なる世界

観に基づいた行動様式

を持つ場合がある。 

他の文化に基づく概念

が存在することを認識

してはいるが、基本的

には自分の世界観から

のみ判断をおこなう。 

他者の経験から学ぼう

とはしているが、自己

の文化的価値観からし

か思考することができ

ない。 

コミュニケーシ

ョン能力 

文化的差異にかかわ

る言語的かつ非言語

的なコミュニケーシ

ョン形式に理解を持

ち、この理解力をもと

に的確に交渉する能

力を有する。 

 

言語的かつ非言語的な

コミュニケーションに

おいて、文化的な差異

を認識したうえで、差

異を前提とした共通理

解を作り出す努力をす

ることができる。 

言語的かつ非言語的な

コミュニケーションに

おいて、文化的差異を

部分的に認識すること

ができ、この差異によ

って誤解が生じうるこ

とを理解しているが、

共通理解を作り出す行

動をとることができな

い。 

言語的かつ非言語的な

コミュニケーションに

おいて、文化的差異に

ついて最低限の理解を

もつことができるが、

共通理解を作り出すこ

とはできない。 

知的好奇心 異なる文化の背景事

情について複雑な水

準の疑問を設定する

力があり、その疑問に

対する答えを多文化

理解の観点で解釈す

る能力をもつ。 

異なる文化に関して深

い水準の疑問を投げ、

答えを見出すための行

動をとることができ

る。 

他の文化に関して、単

純で表面的な疑問を問

いかけることができ

る。 

他の文化を学ぼうとい

う最低限の姿勢がみら

れる。 

文化的受容力 異なる文化的背景を

もつ人々との交流・折

衝を主導し発展させ

る能力を有する。異な

る文化の人々との交

流・折衝において自己

の判断を絶対視せず、

判断を留保すること

ができる。 

異なる文化的背景をも

つ人々との交流・折衝

することに取り組み始

める段階。自己の判断

を絶対視せず、判断を

留保する傾向が出始め

る。 

他の文化背景を持つ

人々と交流・折衝にお

いて、相手に対する受

容性を見せ始める。自

己の価値基準による判

断を留保することが困

難な段階であるが、自

己の判断基準を変える

用意がある。 

他の文化背景を持つ

人々と交流・折衝にお

いて受け身の姿勢を持

つ段階。自己の価値基

準にもとづく判断を留

保することが困難な段

階である。自分の判断

基準そのものについて

の自覚がない。 

注：このルーブリックは、AAC&U (Association of American Colleges and Universities)による INTERCULTURAL 

KNOWLEDGE AND COMPETENCE VALUE RUBRIC というルーブリックをもとにして作成したものである。 
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ま た 、 こ う し た ル ー ブ リ ッ ク を 基 盤 と し て 、 IDI（ The Intercultural Development 

Inventory） 9などの異文化協働テストやチェックリストが開発されている。IDIは、学生の

異文化適応を分析するために開発されたテストであるが、学生の留学前、留学後に実施して、

留学体験の効果測定に使用されることが多かった。このようなテストをＥポートフォリオに

おける定期的な「自己診断」として活用することにより、長期的に学生や社会人のキャリア

形成プロセスを追跡することができる。これを発展させれば、留学後５年、10 年を経過して、

留学体験が個人のキャリア形成や人格形成にどういうインパクトを持ったかを調査すること

ができる。 

さらに長期的な測定のためにＥポートフォリオをフェイスブックなどの SNS（Social 

Network Service）と連動させ、Ｅポートフォリオ上のデータを学生自身が自由に公開するこ

とができるようにすれば、学生自身の電子履歴書としての役割も果たす可能性がある。こう

した学生自身によるデータの公開は、将来の雇用主に対する自己アピールやネットワーキン

グのツールとして利用することができるので、ユーザーである学生にもメリットが生じる。

ユーザーにとってのメリットがあれば、自己のデータを更新し続けるインセンティブとなる

ので、Ｅポートフォリオ上で常に最新のデータを得ることが可能となる。 

 

６．Ｅポートフォリオ運用の課題 

 これまで見たように、Ｅポートフォリオは非常に大きな可能性をもった評価ツールである。

しかし、目標設定、基本のデータ設計、運用計画に一貫性がなければ、実際には使われるこ

とがないまま、開発費の無駄になってしまう危険性もはらんでいる。本稿の最後に、開発・

運用にあたって留意すべき事項をまとめて締めくくりとしたい。 

①  ３つのステークホルダーにとっての目的・役割・機能を明確にし、持続可能な運用計画

を立てる。 

②  データの所有者が誰なのか（学生の個人データを含む）、誰にアクセス権があるのか、シ

ステムの管理責任とデータの保有者の関係を明確にした運用ポリシーを確立する。 

③  長期にわたって運用することの意義を明確にして、その意義を関係者が共有する。 

 

＜続く＞連載第２回は、北米におけるポートフォリオの運用事例を紹介する。 
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